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生産性向上推進事業補助金（二次募集）交付要領 

 

１ 目的 

（１）この要領は、一般社団法人福井県建設業協会（以下「建設業協会」という。）

が福井県の助成を受けて実施する生産性向上推進事業補助金交付事業に必

要な事項を定め、その業務の適正かつ円滑な実施に資することを目的とす

る。 

（２）生産性向上推進事業補助金（以下「補助金」という。）については、予算

の範囲内において交付するものとし、この要領に定めるところによる。 

 

２ 補助事業の内容 

  建設業協会が交付する補助金事業の対象となる事業（以下「補助事業」とい

う。）の内容は、県内建設産業の担い手不足に対応するため、ＩＣＴ関連機器

を導入し、ＩＣＴ技術の活用および内製化（自社実施）の推進により、現場の

生産性向上を図る取組みとする。 

 

３ 補助事業対象者および事業内容 

  補助金交付事業の対象となる者（以下「補助事業対象者」という。）および

補助対象となる事業内容は次のとおりとする。 

（１）補助事業対象者 

   次に掲げる①から⑤のすべてを満たす者とする。 

   ①福井県競争入札参加資格者として、土木一式、舗装、法面処理のいずれ

かに登録されている者 

   ②福井県内に主たる営業所を有する者 

   ③福井県の県税に滞納がないこと 

   ④地方消費税に滞納がないこと 

   ⑤補助事業対象者の構成員等が、暴力団による不当な行為の防止等に関

する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以

下「暴力団」という。）もしくは同条第６号に規定する暴力団員（以下

「暴力団員」という。）または暴力団もしくは暴力団員と密接な関係を

有する者でないこと 

 

（２）補助の対象となる事業内容 

以下のＩＣＴ関連機器の導入を対象とし、①～③の３点全て揃えること

を条件とする。（既に自社所有の機器と合わせて３点揃う場合は、不足分の

みの購入も可） 

①３次元施工図作成ソフトウェア※1 

②自動追尾型ＴＳ※2 

③施工管理用携帯端末アプリ※3 

④その他必要な付属品等 

ただし、上記に記載するＩＣＴ関連機器について、過年度に就業環境等

改善事業補助金（担い手）・（女性活躍）（以下「県補助金」という。）の交
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付を受けて購入したものは対象外とする。また、④のみの導入については

補助対象として認めない。 

 
※1：３次元施工図作成ソフトウェア 

施工図面を３次元データ化し、携帯端末等へデータ連携することにより、現場にお

ける数量や丁張設置位置等の自動算出を可能とすることに加え、ＩＣＴ建機の操

作支援や工事仕上り面と設計値の差異確認などに活用するもの 

 

※2：自動追尾型ＴＳ 

現場での構造物や丁張の位置出し、工事仕上り面の確認作業などにおいて、ワンマ

ン測量により施工計画や出来形管理等の省力化を図るもの 

 

※3：施工管理用携帯端末アプリ 

  1 で作成した３次元データを連携させることにより、構造物位置や丁張設置位置、

工事仕上り面と設計値の差異などを現場で確認するためのもの 

 

４ 補助対象経費 

（１）補助対象経費は、３（２）の事業に要する経費であって、建設業協会が必

要と認める経費とする。 

（２）補助対象経費にかかる消費税および地方消費税は補助対象経費から除く。 

 

５ 補助率および補助金額 

（１）補助対象経費の２分の１以内とし、補助金を受けようとする者（以下「申

請者」という。）１者あたり２００万円を限度とする。 

 

６ 補助事業の募集期間および採択基準 

補助事業対象者の募集期間は令和８年６月１５日（月）から８月３１日（月）

までとし、予算枠を上限に先着で申請を受け付け、申請書類を確認のうえ採択

する。なお、補助事業は、次に掲げる基準を総合的に勘案して行う。  

・ＩＣＴ技術の内製化（自社実施）のために、積極的な取組みを行っている

こと 

 

７ 補助対象期間 

  補助金交付事業の補助対象期間は、交付決定の日から令和９年１月末日ま

でとする。 
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８ 補助事業の決定までの手続き 

  建設業協会は、次の手続きにより補助事業を決定するものとする。 

（１）申請者は、様式第１号の補助金交付に関する事業計画書（以下「事業計画

書」という。）を作成し、次に掲げる資料を添付して、建設業協会が別に定

める期日までに建設業協会に提出するものとする。 

・事業計画書（様式第１号） 

・収支予算書（様式第２号） 

・積算内訳の根拠資料（見積り、カタログ等） 

※金額に応じて相見積りが必要（１０万円以上で２社、５０万円以上で３社） 

・ＩＣＴ活用推進計画書（所有機器、活用目標、人材育成）（様式第３号） 

（２）建設業協会は、事業計画書の提出があったときは、当該申請にかかる審査

を行うほか、必要に応じ現地調査等を行い、その結果、適当と認められるも

のについて通知する。 

 

９ 補助金の交付申請 

（１）８（２）による通知を受けた申請者（以下、「補助事業者」という。）は、

様式第４号の補助金交付申請書を、県税に関する納税証明書（福井県税に滞

納のない旨の証明書）、および消費税および地方消費税について滞納がない

ことを証明事項とする納税証明書を添付して建設業協会が定める期日まで

に提出するものとする。 

（２）建設業協会は、補助事業者から交付申請書の提出があったときは、すみや

かに補助事業者に様式第５号にて補助金交付決定通知をするものとする。 

 

10 補助金の交付の条件 

建設業協会は、補助金の交付決定をする場合において、補助金の交付の目的

を達成するために必要があるときは、補助事業者に対して次に掲げる条件を付

するものとする。 

①県のＩＣＴ活用工事やＤＸ推進への取組みに協力すること 

②ＩＣＴ技術の内製化（自社実施）を進めていくため、社内の人材育成や実

施体制の構築に取り組むこと（国や県が開催する研修に積極的に参加する

など） 

③取組み内容について、県が成果や事例として広く紹介する場合は協力に応

じること（その後の状況についてのヒアリング等を含む） 

④補助事業に要する経費の配分の変更（11（１）に該当する場合を除く。）を 

する場合、様式第６号の補助事業計画変更承認申請書により建設業協会の 

承認を受けること 

⑤補助事業の内容の変更（11（２）に該当する場合を除く。）する場合、様  

式第６号の補助事業計画変更承認申請書により建設業協会の承認を受け 

ること 

⑥補助事業を中止し、または廃止する場合、様式第７号の補助事業中止（廃 

止）申請書により建設業協会の承認を受けること 

 



 4 

⑦補助事業が指定の期間に完了しない場合、またはその遂行が困難となった 

場合は建設業協会に報告し、建設業協会の指示を受けること 

 

11 軽微な変更 

  補助金の経費配分の変更について、事業目標の範囲内で、次に該当する事項

は軽微な変更の範囲とする。 

（１）補助対象経費の各経費区分において２０％の範囲内の変更（補助対象経費

区分ごとの金額相互間で、いずれか低い額の２０％以内の変更額の増減の

もの）で補助金の総額に変更を生じないもの 

（２）補助事業の目的および事業の遂行に影響を及ぼさない範囲での変更（機械

装置等の仕様の変更など、補助事業の細部の変更） 

 

12 補助事業の遂行 

  補助事業者は、補助金の交付決定の内容およびこれに付した条件に従い、善

良な管理者の注意をもって補助事業を行わなければならず、補助金を他の用

途へ使用してはならない。 

 

13 補助事業の実績報告 

（１）補助事業者は、当該補助事業の完了後、１０日以内に様式第８号の補助事

業実績報告書（以下「実績報告書」という。）に、次に掲げる資料を添付し

て、提出するものとする。 

  ・収支決算書（様式第９号） 

・補助事業の実施にかかる支出を証する資料（納品書、請求書、振込依頼書、

領収書の写し等） 

  ・補助事業により導入したＩＣＴ関連機器の写真 

  ・取得財産等管理台帳 

  ・ＩＣＴ活用推進報告書（研修結果など）（様式第１０号）および研修等の

状況が確認できる写真 

（２）補助事業者は、（１）の実績報告を行うに当たって、補助金にかかる消費

税および地方消費税にかかる仕入控除税額が明らかな場合は、当該消費税

および地方消費税にかかる仕入控除税額を減額して報告しなければならな

い。 

 

14 補助金の額の確定 

  建設業協会は、補助事業者から実績報告書の提出を受けた場合に、当該報告

にかかる書類の検査を行うほか、必要に応じ現地調査等を行うものとする。 

  その報告にかかる事業の実施結果が、補助金の交付決定の内容（10 に基づ

いて変更を承認した場合はその承認された内容）およびこれに付された条件

に適合していると認めたときは、交付すべき補助金の額を決定し、その旨を様

式第１１号の補助金確定通知書によって当該補助事業者に通知する。 
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15 補助金の請求 

  補助事業者は、補助金の支払いを受けようとするときは、様式第１２号の精

算払い請求書兼振込依頼書により建設業協会に補助金の交付請求を行うこと

とする。 

 

16 補助金の支払 

  建設業協会は、14により交付すべき補助金の額を確定したのち、15により

補助金の交付請求を受けたときは、補助金を補助事業者に対し支払うものと

する。 

 

17 交付決定の取消し 

（１）建設業協会は、補助事業者が次の各号の一に該当するときは、当該申請に

かかる補助金の交付決定の全部または一部を取り消すことができるものと

する。 

  ①本交付要領の規定に基づく措置に違反した場合および補助事業者が補助

金を他の用途へ変更した場合 

  ②補助事業に関して補助金の交付決定の内容またはこれに付した条件に違

反した場合 

  ③建設業協会の承認を得ずに、当該補助金を廃止（中止）した場合 

  ④当該補助事業を遂行する見込みがないと判断した場合 

（２）前項の規定は補助金の額の確定後においても適用されるものとする。 

 

18 補助金の返還 

  建設業協会は、17の規定に基づき補助金の交付決定を取り消した場合には、

当該補助事業の取消しにかかる部分に関し、その額の返還を、期日を定めて命

じるものとする。また、補助金返還を求められた補助事業者は、建設業協会が

定める期日までに返還しなければならない。 

 

19 加算金および延滞金 

（１）補助事業者は、建設業協会から 18に基づく補助金の返還を求められたと

きは、その請求にかかる補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、

返還を求められた補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の

期間については既納付額を控除した額）につき、年１０．９５％の割合で計

算した加算金を納付しなければならない。 

（２）補助事業者は、建設業協会から補助金の返還の命令を受け、これを納付期

日までに納めなかったときは、納付期日の翌日から納付の日までの日数に

応じ、その未納付額につき年１０．９５％の割合で計算した延滞金を納付し

なければならない。 

（３）建設業協会は、（１）および（２）においてやむを得ない事情があると認

めたときは、加算金または延滞金の全部または一部を免除することができ

るものとする。 
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20 財産の管理及び処分 

（１）補助事業者は、当該補助事業により取得しまたは効用の増加した財産（以

下「取得財産等」という。）について、善良な管理者の注意をもって適切に

管理しなければならない。 

   また補助事業者は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年

大蔵省令第１５号）において規定された耐用年数に準じた期間内に、取得財

産等を目的以外の用途に使用し、他の者に貸付けもしくは譲渡し、他の物件

を交換し、または担保に供しようとするときは、あらかじめ様式第１３号の

取得財産等処分承認申請書等により、建設業協会の承認を受けなければな

らない。ただし、当該取得財産等の取得価格または効用の増加価格が、５０

万円（税抜き）未満のものはこの限りではない。 

（２）補助事業者は、取得財産等に係る台帳を設け、その保管状況を明らかにし

ておかなければならない。 

（３）建設業協会は、（１）の期間中において必要があると認めたときは、補助

事業者の管理状況を調査することができるものとする。 

（４）建設業協会は、補助事業者が取得財産等の処分により収入金を得たとき

は遅滞なく様式第１４号の取得財産等処分による収入金報告書を提出させ

るものとする。 

（５）建設業協会は、（１）の承認をする場合または前号の収入がある場合にあ

っては当該取得財産等の残存価額（圧縮記帳を行わない価額）または当該

収入金の全部または一部を納付させることができる。 

 

21 立入検査等 

  建設業協会は、補助金交付事業の適正を期すため、必要に応じて、補助事業

者に対して報告させ、または建設業協会が指定する者により、補助事業者の事

務所等に立ち入り関係帳簿書類その他の物件を検査させ、もしくは関係者に

質問することができるものとする。 

 

22 補助金の経理 

  補助事業者は、補助金に係る経理について収支を明確にした証拠の書類を

整備し、かつ、これらの書類を事業の完了した日の属する会計年度の終了後５

年間保存しなければならない。 

 

23 廃業する場合の措置 

  補助事業者は、補助事業の完了した日から５年未満で廃業を行う場合は、建

設業協会に対しその旨を報告しなければならない。その際、建設業協会は補助

事業者に対し、既に支払った助成金の全部または一部の返還を命ずることが

できる。 

 

24 その他の事項 

  建設業協会は、助成金交付事業の円滑かつ適正な運営を行うために必要な

事項について、別に定めることができる｡ 
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附則 

本交付要領は令和８年６月１５日から施行する。 
 


